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まえがき 

この規格は，工業標準化法第 14 条によって準用する第 12 条第 1 項の規定に基づき，一般財団法人日本

規格協会（JSA）から，工業標準原案を具して日本工業規格を改正すべきとの申出があり，日本工業標準

調査会の審議を経て，経済産業大臣が改正した日本工業規格である。これによって，JIS Q 9001:2008 は改

正され，この規格に置き換えられた。 

また，令和 2 年 10 月 20 日，産業標準化法第 17 条又は第 18 条の規定に基づく確認公示に際し，産業標

準化法の用語に合わせ，規格中“日本工業規格”を“日本産業規格”に改めた。 

この規格は，著作権法で保護対象となっている著作物である。 

この規格の一部が，特許権，出願公開後の特許出願又は実用新案権に抵触する可能性があることに注意

を喚起する。経済産業大臣及び日本産業標準調査会は，このような特許権，出願公開後の特許出願及び実

用新案権に関わる確認について，責任はもたない。 
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日本産業規格 JIS 
Q 9001：2015 
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なお，この規格で点線の下線を施してある参考事項は，対応国際規格にはない事項である。 

0.1 一般 

品質マネジメントシステムの採用は，パフォーマンス全体を改善し，持続可能な発展への取組みのため

の安定した基盤を提供するのに役立ち得る，組織の戦略上の決定である。 

組織は，この規格に基づいて品質マネジメントシステムを実施することで，次のような便益を得る可能

性がある。 

a) 顧客要求事項及び適用される法令・規制要求事項を満たした製品及びサービスを一貫して提供できる。 

b) 顧客満足を向上させる機会を増やす。

c) 組織の状況及び目標に関連したリスク及び機会に取り組む。

d) 規定された品質マネジメントシステム要求事項への適合を実証できる。

内部及び外部の関係者がこの規格を使用することができる。

この規格は，次の事項の必要性を示すことを意図したものではない。

－ 様々な品質マネジメントシステムの構造を画一化する。 

－ 文書類をこの規格の箇条の構造と一致させる。 

－ この規格の特定の用語を組織内で使用する。 

この規格で規定する品質マネジメントシステム要求事項は，製品及びサービスに関する要求事項を補完

するものである。 

この規格は，Plan-Do-Check-Act（PDCA）サイクル及びリスクに基づく考え方を組み込んだ，プロセス

アプローチを用いている。

組織は，プロセスアプローチによって，組織のプロセス及びそれらの相互作用を計画することができる。

組織は，PDCA サイクルによって，組織のプロセスに適切な資源を与え，マネジメントすることを確実

にし，かつ，改善の機会を明確にし，取り組むことを確実にすることができる。 

組織は，リスクに基づく考え方によって，自らのプロセス及び品質マネジメントシステムが，計画した

結果からかい（乖）離することを引き起こす可能性のある要因を明確にすることができ，また，好ましく

ない影響を最小限に抑えるための予防的管理を実施することができ，更に機会が生じたときにそれを最大

限に利用することができる（A.4 参照）。 

ますます動的で複雑になる環境において，一貫して要求事項を満たし，将来のニーズ及び期待に取り組

品質マネジメントシステム－要求事項 
Quality management systems-Requirements 

序文 

この規格は，2015 年に第 5 版として発行された ISO 9001 を基に，技術的内容及び構成を変更すること

なく作成した日本産業規格である。 




